
千葉市特定建築物維持管理指導要綱  

 

（目的）  

第１条 この要綱は、多数の者が使用し、又は利用する特定建築物等の維持管理

について、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第

２０号。以下「法」という。）、建築物における衛生的環境の確保に関する法律

施行令（昭和４５年政令第３０４号。以下「政令」という。）及び建築物におけ

る衛生的環境の確保に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第２号。以下

「省令」という。）に定めるもののほか、その他必要な事項について定めること

により、当該特定建築物等における自主管理体制を推進し、その衛生的な環境

の確保を図ることを目的とする。  

 

（定義）  

第２条 この要綱において使用する用語は、法令等において使用する用語の例に

よるほか、次の各号に定めるところによる。  

（１）特定用途 政令第１条各号に掲げる用途をいう。  

（２）特定用途専用部分 特定用途に供される部分のうち、特定用途に附随する

部分（廊下、階段、機械室、便所等の共用部分をいう。）及び特定用途に附属

する部分（倉庫、駐車場等でそれ自体が独立の機能、目的を有しない部分を

いう。）以外の部分をいう。  

（３）特定建築物所有者等 特定建築物の所有者又は所有者以外の者で、当該特

定建築物の全部の管理について権原を有する者をいう。  

（４）特定建築物維持管理権原者 特定建築物の所有者、占有者、賃借人又は委

託契約に基づくビルメンテナンス業者で、当該特定建築物の維持管理につい

て権原を有する者をいう。  

（５）建築物環境衛生管理技術者 法第６条第１項の規定により、特定建築物所

有者等から選任された建築物環境衛生管理技術者をいう。  

 

（保健所の業務）  

第３条 保健所の業務は、法第３条に規定するもののほか、次に掲げるものとす

る。  

（１）特定建築物の自主管理体制の確立を促進すること。  

（２）関係機関との連絡調整を図り、情報交換に努めること。  

（３） 特定建築物以外の建築物で多数の者が使用し、又は利用するものの所有者、

占有者その他の者に対し、適正な維持管理に努めるよう相談に応じ、助言を



行うこと。  

 

（特定建築物の維持管理に関する基準）  

第４条 特定建築物維持管理権原者は、法第４条に定めるもののほか、次に定め

るところにより、当該特定建築物の維持管理をするものとする。  

（１）空気環境の調整及び測定は、次に掲げるところにより行うものとする。  

ア 特定用途専用部分における温度を外気の温度より低くする場合は、その

差を著しくしないこと。  

イ 測定は、省令第３条の２各号によるものとし、現在までの空気環境の測

定結果、建築物の用途や使用状況等によって適宜増加すること。ただし、

法第５条第１項又は第２項の届出を行った特定建築物又は既存の特定建

築物において、空気調和設備又は機械換気設備を変更した場合の変更部分

にあっては、年間の空気環境の変動が明らかになるまでの期間（使用開始

後又は変更後からおおむね１年間）は、１月以内ごとに１回、定期に測定

するよう努めること。  

ウ 少なくとも１箇所は、外気の空気環境測定（気流を除く。）を行うこと。

なお、測定日が複数に及ぶ場合は、１日につき１箇所は外気を測定するこ

と。  

エ 各階の測定箇所数は、別表第１に定めるところによること。  

オ 測定は、原則多数の人が使用又は利用している時間帯の特定用途専用部

分で実施すること。ただし、空き部屋等、未使用の特定用途専用部分は除

くものとする。  

カ 省令第３条の２第１項第２号に規定される浮遊粉じんの量、一酸化炭素

の含有率及び二酸化炭素の含有率の「一日の使用時間中の平均値」とは、

連続測定による算定のほか、始業後から中間時及び中間時から終業前の２

時点において測定し、その平均値をもって当該平均値として差し支えない。 

キ 浮遊粉じんの量の測定に使用する機器は、１年以内ごとに１回、厚生労

働大臣が登録した者の較正を受けること。  

ク 温度、相対湿度及び気流の判定は、始業から終業までの時間帯の測定値

を用いること。  

ケ ホルムアルデヒドの測定は、省令第３条の２第１項第４号に定めるとこ

ろによる測定をすること。（家具等を大幅に入れ替えた場合を含むものと

する。）当該測定の結果、政令第２条第１号の基準に適合しない場合、適切

な措置を講じた後、再度当該測定を実施し、基準に適合することを確認す

ること。  



なお、再度当該測定を実施した時期が測定期間（６月１日から９月３０

日までの期間、以下同じ）以外の場合には、翌年の測定期間中に再度測定

を実施し、基準に適合することを確認すること。  

コ 測定は、建築物環境衛生管理技術者、厚生労働大臣の定めるところによ

り建築物の空気環境の測定に関する講習の課程を修了した者又は建築物

環境衛生管理技術者の監督の下でその他の者が行うこと。  

サ 空気環境測定結果が基準に適合しない場合、建築物環境衛生管理技術者

は、その原因を調査し適切な措置を講ずること。また、必要に応じ、測定

箇所や頻度を増やすこと。  

シ 建築物環境衛生管理技術者は、空気調和設備又は機械換気設備を、１月

以内ごとに１回、定期に点検すること。  

（２）空気調和設備等に関する衛生上必要な措置は、次に掲げるところによるも

のとする。  

ア 冷却塔及び加湿装置に供給する水は、原則として水道水を利用するもの

とし、水道水以外を利用する場合は、水道法（昭和３２年法律第１７７号）

第４条に規定する水質基準に適合させるために必要な措置を講ずること。

ただし、省令第４条の規定による水質検査を実施し、その結果が基準に適

合している場合には、水道法第４条に規定する水質基準に適合しているも

のとみなす。  

イ 冷却塔及び冷却水について、当該冷却塔の使用開始前及び開始後１月以

内ごとに１回の頻度で、その汚れの状況を点検し、必要に応じ換水等を行

うこと。ただし、１月を超える期間使用しない冷却塔に係る当該使用しな

い期間においては、この限りでない。  

ウ 冷却塔及び冷却水のレジオネラ属菌の検査については、次の（ア）～（ウ）

に掲げるところによること。  

（ア）冷却塔の使用開始後、７日を超えない期間に１回及び使用中につい

て１回以上行うこと。ただし、１月を超える期間使用しない冷却塔に

係る当該使用しない期間においては、この限りでない。  

（イ）通年使用する冷却塔及び冷却水については、施設及び設備の使用状

況から、「第５版レジオネラ症防止指針」（公益財団法人日本建築衛生

管理教育センター）により感染危険度のスコア化を行い、検査頻度を

決定すること。ただし、定期的な点検・清掃等の効果を確認する観点

から、１年以内ごとに１回以上行うことが望ましい。  

（ウ）検査の結果、レジオネラ属菌が検出された場合は、「第５版レジオネ

ラ症防止指針」（公益財団法人日本建築衛生管理教育センター）を参考



に清掃、消毒等の対策を講じ、対策実施後に再度レジオネラ属菌の検

査を実施し、検出限界以下であることを確認すること。  

エ 加湿装置は、使用開始時及び使用を開始した後、１月以内ごとに１回、

定期に、その汚れの状況を点検し、必要に応じ、その清掃等を行うこと。

また、必要に応じ、レジオネラ属菌の検査を行うこと。ただし、１月を超

える期間使用しない加湿装置に係る当該使用しない期間においては、この

限りでない。  

オ 空気調和設備内に設けられた排水受けは、当該排水受けの使用開始時及

び使用を開始した後、１月以内ごとに１回、定期に、その汚れの状況及び

閉塞状況を点検し、必要に応じ、その清掃等を行うこと。ただし、１月を

超える期間使用しない排水受けに係る当該使用しない期間においては、こ

の限りでない。  

カ 上記エ及びオについて、個別管理方式の空気調和設備の加湿装置及び排

水受けであって、レジオネラ属菌等を含むスライム、カビ等の汚れを検知

するセンサーがついている場合は、これをもって１月以内ごとに１回点検

を実施しているものとみなして差し支えない。  

キ 上記エ及びオについて、単一の建築物内で同一の設置環境下にある空気

調和設備の場合は、運転条件や型式別にグループ化した上で、各階毎にそ

の代表設備を目視により点検等（内視鏡による点検を含む。）を行い、代表

設備以外の設備については、給気にカビ臭等の異臭がないか等の確認をも

って、加湿装置、排水受けの状況を判断して差し支えない。  

ク 冷却塔、冷却水の水管及び加湿装置の清掃を、それぞれ１年以内ごとに

１回、定期に、行うこと。  

（３）給水（飲料水）に関する衛生上必要な措置は、次に掲げるところによるも

のとする。  

ア 色及び濁り並びに遊離残留塩素は、原則として飲料水を供給する給水系

統ごとの末端で毎日検査すること。給水系統ごとの末端の数は高置水槽の

個数とし、必要に応じ受水槽から圧力ポンプで給水される系統数を足すも

のとする。  

イ 遊離残留塩素の測定は、ＤＰＤ法又はこれと同等以上の精度を有する方

法により行うこと。  

ウ 定期水質検査は、別表第２に定めるところにより行い、採水場所は、原

則として飲料水を供給する給水系統ごとの末端とすること。給水系統ごと

の末端の数は、上記アを参照すること。  

エ 水質検査結果が水質基準に適合しない場合、建築物環境衛生管理技術者



は、その原因を調査し措置を講ずること。 

オ 飲料水を供給する貯水槽の清掃は、１年以内ごとに１回、定期に実施す

ること。  

カ 建築物環境衛生管理技術者は、報告書等（必要に応じて作業に立会うこ

と）により、貯水槽の清掃作業が環境衛生上適切に実施されていることを

確認すること。また、貯水槽の清掃後、給水栓及び貯水槽における水につ

いて、速やかに色、濁り、臭い、味、残留塩素の検査を実施させること。 

キ 建築物環境衛生管理技術者は、貯水槽内部の状況等に応じて、清掃頻度

増加の判断を行うこと。  

ク 建築物環境衛生管理技術者は、給水に関する設備を１月以内ごとに１回、

定期に点検し、これらの設備の維持管理を行うこと。  

ケ 人の飲用その他の目的のために、中央式の給湯設備を設けている場合は、

上記ア～クについて実施することとし、当該給湯設備の末端の給水栓にお

ける給湯水の水温を、５５度以上に保つように努めること。  

なお、当該給湯設備の維持管理が適切に行われており、かつ、末端の給

水栓における給湯水の水温が５５度以上に保持されている場合は、水質検

査のうち、遊離残留塩素の含有率についての水質検査を省略できるものと

すること。  

コ 人の飲用その他の目的のために、中央式の給湯設備以外の給湯設備を設

けている場合についても貯湯槽の点検、清掃等適切な維持管理を実施する

こと。  

（４）給水（雑用水）に関する衛生上必要な措置等は、次に掲げるところによる

ものとする。  

ア 給水栓における水に含まれる遊離残留塩素濃度を０．１ｍｇ／Ｌ以上に

保持すること。ただし、供給する水が病原微生物に著しく汚染される恐れ

がある場合又は病原微生物に汚染されたことを疑わせるような生物又は

物質を多量に含むおそれがある場合の給水栓における水に含まれる遊離

残留塩素濃度は、０．２ｍｇ／Ｌ以上とすること。  

イ 雑用水の水槽の点検等は、６月以内ごとに１回、定期に実施し、その清

掃は、１年以内ごとに１回、定期に実施し、有害物、汚水等によって水が

汚染されるのを防止するための措置を講ずること。  

ウ 水質基準は、次の表の左欄に掲げる水質項目について、同表の右欄に掲

げる基準に適合すること。ただし、水洗便所の用に供する水にあっては、

５の項を除く。  

 



水質項目  基準  

１ ｐＨ値  ５．８～８．６  

２ 臭気  異常でないこと。  

３ 外観  ほとんど無色透明であること。  

４ 大腸菌  検出されないこと。  

５ 濁度  ２度以下であること。  

エ 前表に掲げる水質項目のうち、ｐＨ値、臭気及び外観については、７日

以内ごとに１回、大腸菌及び濁度については、２月以内ごとに１回、定期

に水質検査を行うこと。ただし、水道法に規定される専用水道及び水道事

業者から直接給水を受ける水道（直結栓）から供給を受ける水のみを水源

として供給する場合はこの限りではない。  

オ 水質検査を行う場合の採水場所は、原則として使用場所に最も近い貯水

槽の出口付近等とすること。  

カ スケール、スライム等の発生防止に努めること。  

キ 必要に応じ、誤飲・誤使用防止のため、配管に「雑用水」、水栓に「飲用

禁止」の表示をする等の措置を講ずること。  

ク 散水、修景（噴水等）又は清掃の用に供する水にあっては、し尿を含む

水（下水等を処理した再利用水を含む。）を原水として用いないこと。  

ケ 水洗便所の用に供する水にあっては、手洗い付のタンクを使用しないこ

と。  

（５）防錆剤に関する必要な措置は、次に掲げるところによるものとする。  

ア 特定建築物所有者等は、飲料水給水設備に用いる防錆剤に関してその使

用を開始し、変更し、又は廃止するときは、防錆剤届（様式第１号）に次

の（ア）～（ウ）に掲げる図書（変更の場合は、当該変更に係るものに限

る。）を添付し、保健所長に届け出ること。  

（ア）防錆剤仕様書  

（イ）防錆剤注入装置等仕様書及び系統図（機器表、フローチャート等の

図面等を含む。）  

（ウ）建築物環境衛生管理技術者免状又は防錆剤管理責任者修了証書  

イ 給水用に防錆剤を使用する場合は、給水栓における水に含まれる防錆剤

の含有率を、注入初期においては７日以内ごとに１回、定常時においては

２月以内ごとに１回検査すること。又、防錆剤管理責任者は、飲料水中の

防錆剤濃度を簡易分析器により、毎日測定するよう努めること。簡易分析

器については、「給水用防錆剤の手引き」（日本給水用防錆剤協会）を参考

とすること。  



（６）排水に関する衛生上必要な措置は、次に掲げるところによるものとする。  

ア 建築物環境衛生管理技術者は、報告書等（必要に応じて作業に立会うこ

と）により、排水槽の清掃作業が６月以内ごとに１回、定期に、環境衛生

上適切に実施されていることを確認すること。  

イ 阻集器については、捕集物を使用日ごとに除去し、油脂分等を７日以内

ごとに１回、定期に除去すること。また、阻集器の内部について、６月以

内ごとに１回、定期に清掃を行うこと。（２～３か月に１回行うことが望ま

しい。）  

ウ 建築物環境衛生管理技術者は、排水の質と量及び排水槽の容量等に応じ

て、清掃頻度増加の判断を行うこと。  

エ 建築物環境衛生管理技術者は、排水設備を１月以内ごとに１回、定期に

点検すること。  

（７）清掃は、次に掲げるところによるものとする。  

ア 日常清掃の及びにくい箇所の大掃除は、６月以内ごとに１回、定期に、

行うこと。  

イ 建築物環境衛生管理技術者は、報告書等（必要に応じて作業に立会うこ

と）により、定期清掃作業が環境衛生上適切に実施されていることを確認

すること。  

ウ 建築物環境衛生管理技術者は、建築物の用途や使用状況等に応じて、清

掃頻度増加の判断を行うこと。  

（８）ねずみ、昆虫その他の人の健康を損なう事態を生じさせるおそれのある動

物（以下「ねずみ等」という。）の防除は、次に掲げるところによるものとす

る。  

ア 建築物環境衛生管理技術者は、報告書等（必要に応じて作業に立会うこ

と）により、防除作業が環境衛生上適切に実施されていることを確認する

こと。  

イ 防除作業終了後、防除の効果を調査すること。効果判定は、捕獲器等の

器具を用いた生息調査、糞、虫体、足跡等の証跡調査、無毒餌を用いた喫

食調査のほか、建築物の利用者の意見、目視等を参考として総合的に行う

こと。  

ウ 建築物環境衛生管理技術者は、建築物の用途や使用状況に応じて、ねず

み等の生息状況等を６月以内ごとに１回、食料を取扱う区域並びに排水槽、

阻集器及び廃棄物の保管設備の周辺等特にねずみ等が発生しやすい箇所

については、その生息状況を２月以内ごとに１回、定期に、統一的に調査

を実施し、ねずみ等の発生を防止するため必要な措置を講ずること。  



エ ねずみ等の防除のため殺そ剤又は殺虫剤を使用する場合は、医薬品、医

療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法

律第１４５号）第１４条又は第１９条の２の規定による承認を受けた医薬

品又は医薬部外品を使用すること。  

 （９）特定建築物維持管理権原者は、建築物の維持管理に係る業務を委託する

場合は、法第１２条の２の規定による登録を受けている者を活用すること

が望ましい。  

 

（特定建築物届等の作成部数） 

第５条 千葉市建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行細則（平成８

年千葉市規則第１号。以下「市細則」という。）第２条第１項の規定による特

定建築物届（様式第１号）、第３条第１項の規定による特定建築物変更届（様

式第２号）及び第３条第３号の規定による特定建築物非該当届（様式第３号）

は、正副２部作成するものとする。ただし、省令第２０条第１項第２号の規

定により帳簿書類として備え付けることとされている市細則第２条第２項

第１号及び第３号から第５号の図面については、副本への添付を省略するこ

とができる。市細則第３条第２項の図面についても同様とする。 

 

（特定建築物届等受理後の検査） 

第６条 保健所長は、次の各号に掲げる届出があった場合には、速やかに法第１

１条第１項の規定による立入検査を実施し、届け出た内容に相違ないこと

を確認すること。ただし、国又は地方公共団体の公用又は公共の用に供す

る特定建築物にあっては、千葉市特定建築物等立入検査実施要領の定める

ところにより立入調査を実施し、届け出た内容に相違ないことを確認する

こと。 

（１）法第５条第１項  

（２）法第５条第２項 

（３）法第５条第３項の規定による届出のうち、主たる用途又は特定用途の延べ

床面積の変更に係るもの 

 

（建築物環境衛生管理技術者の選任）  

第７条 建築物環境衛生管理技術者は、省令第５条に規定するところにより選任

するほか、法第１２条の２第１項の登録の要件である監督者等（建築物清掃業

にあっては清掃作業監督者、建築物空気環境測定業にあっては空気環境測定実

施者、建築物空気調和用ダクト清掃業にあってはダクト清掃作業監督者、建築



物飲料水水質検査業にあっては水質検査実施者、建築物飲料水貯水槽清掃業に

あっては貯水槽清掃作業監督者、建築物排水管清掃業にあっては排水管清掃作

業監督者、建築物ねずみ昆虫等防除業にあっては防除作業監督者、建築物環境

衛生総合管理業にあっては統括管理者、清掃作業監督者、空調給排水管理監督

者及び空気環境測定実施者をいう。）と兼務しないものとする。  

 

（帳簿書類の備付等）  

第８条 特定建築物所有者等は、当該特定建築物に係る次に掲げる帳簿書類を備

え付けるものとする。  

（１）建築物の配置図  

（２）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項又は第６条の２第

１項に規定する確認済証の写し  

（３）建築物の平面図、断面図及び立面図  

（４）空気調和設備に係る図面及び機器表  

（５）飲料水設備に係る図面及び機器表  

（６）建築物環境衛生管理技術者が二以上の特定建築物の建築物環境衛生管理技

術者を兼任する場合にあっては、兼任しても業務の遂行に支障がないことの

確認の結果（特定建築物維持管理権原者への意見の聴取を行った場合は当該

意見の内容を含む。）を記載した書面  

（７）維持管理年度計画  

（８）空調設備の点検・整備の記録  

（９）空気環境測定結果  

（１０）給水設備の点検・整備の記録  

（１１）排水設備の点検・整備の記録   

（１２）水質検査結果  

（１３）遊離残留塩素の測定記録  

（１４）日常及び定期清掃記録  

（１５）廃棄物処理記録  

（１６）ねずみ等の防除実施記録及び生息状況点検記録  

（１７）その他維持管理に関し市長が必要と認める書類  

２ 特定建築物所有者等は、前項各号に掲げる帳簿書類のうち、第１号から第５

号に掲げるものにあっては永年、第６号に掲げるものにあっては当該建築物環

境衛生管理技術者を選任している間、第７号から第１７号に掲げるものにあっ

ては、５年間保存するものとする。  

 



（維持管理状況の報告）  

第９条 保健所長は、必要があると認めるときは、特定建築物所有者等又は建築

物環境衛生管理技術者に対し、特定建築物維持管理状況について報告を求める

ことができる。  

２ 前項の規定により報告を求められた者は、特定建築物維持管理状況報告書（様

式第２号）に必要な帳簿書類の写し等を添付して、保健所長に提出するものと

する。  

 

（事故等の報告）  

第１０条 特定建築物所有者等又は特定建築物維持管理権原者は、事故等の発生

により当該特定建築物の利用者又は使用者の健康を害するおそれがあると認め

られたとき又は当該特定建築物の設備に起因すると見られる疾病が発生したと

きは、関係者への周知等必要な措置を講ずるとともに、速やかに保健所長にそ

の旨を報告しなければならない。  

 

（事前協議）  

第１１条 特定建築物を建築しようとする者は、建築確認申請を行う前に、当該

特定建築物の構造設備に係る次に掲げる事項について保健所長と協議するもの

とする。  

（１）空気調和設備に関する事項  

（２）給水設備に関する事項  

（３）排水設備に関する事項  

（４）廃棄物保管設備に関する事項  

（５）その他保健所長が必要と認める事項  

２ 既存の特定建築物であっても、建築確認申請を要する増改築等を行う場合は、

保健所長と協議するものとする。  

 

 

附則  

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。  

附則  

この要綱は、平成１１年５月１日から施行する。  

附則  

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。  

附則  



（施行日）  

１ この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の施行の日から起算して６年間は、この要綱による改正後の千

葉市特定建築物維持管理指導要綱の規定中「登録建築物環境衛生総合管理

業者」とあるのは「登録建築物環境衛生総合管理業者又は建築物における

衛生的環境の確保に関する法律の一部改正をする法律（平成１３年法律第

１５６号）附則第３条の規定によりなおその効力を有することとされる同

法による改正前の建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４

５年法律第２０号）第１２条の２第１項第６号に掲げる事業を行う登録建

築物環境衛生一般管理業者」とする。  

附 則  

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。  

附 則  

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、様式第１号及

び様式第２号の改正規定及び次項の規定は、平成２６年６月１日から施行

する。  

２ 前項ただし書きの規定の施行の際現にこの要綱による改正前の様式によ

り調製された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することがで

きる。  

附 則  

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

附 則  

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製され

た用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

   附 則  



この要綱は、令和８年４月１日から施行する。  


